議会運営委員会会議録（要旨）
	日　時
	平成２８年４月１９日(火)　午前１０時００分～午前１１時５０分

	場　所
	長久手市役所本庁舎　２階　委員会室

	出席者
	議　員
	委員長　青山直道　　副委員長　　じんの和子
委　員　大島令子　　岡崎つよし　川合保生
ささせ順子　佐野尚人　　山田けんたろう
議　長　伊藤祐司　　副議長　　　木村さゆり

	
	事務局
	事務局長　同補佐　専門員


１　あいさつ
議長
２　議題
　　議会基本条例に基づく運営の諸課題について

（委員長）・　前回の議会運営委員会で、内容が細かいのでもう少し簡潔にした方が良い、また市地域防災計画が改訂されたことも受け、それに即した内容のマニュアルにすべきとの意見があった。そこで正副委員長と正副議長で協議し、私案をまとめた。
地域防災計画では、議会事務班は「議長及び副議長の災害時視察に関すること」「議会の災害応急対策活動のための情報収集及び連絡調整に関すること」「他班への応援に関すること」が事務項目となっている。また、初動から３時間以内は情報収集及び連絡調整、その後７２時間以内に議長・副議長の災害地視察となっている。私案では、その災害地視察について二次災害の発生等を考慮して「状況に応じて視察」という表記とした。
（議長） ・　地域防災計画は執行部の防災計画であり、初動から７２時間以内は議会との関与はあくまで事務局と議員との連絡調整が主となっている。今回の委員長私案は、他のマニュアルを参考に、議員が市民の代表として対応できるよう規定したものである。
（委員長）・　例えば連絡の取り方については、他市議会の防災マニュアルでは災害伝言ダイヤルの方法まで記載しているものがあったが、本市議会では細かい記載をせず、今後順次整備していくという考えである。何か意見があればお願いしたい。
（創政クラブ）

・　基本方針の中で「震度５強以上の地震が発生したとき」という表現で賛成する。あとは個々の議員による対応、連絡調整に懸かってくると思うので、これ以上の詳細な規定は不要であり、委員長私案の内容で十分である。
（委員長）・　基本方針の「震度５強以上」というのは、地域防災計画でいうところの第３非常配備を基準としている。市が災害対策本部を設置するのは第２非常配備（震度５弱が発生時）からであるが、私案では第３非常配備時を基準とした。
（長久手グローバルネット）
　　　　 ・　「マニュアル」を「ガイドライン」という表記としてはどうか。
·  「災害発生７２時間以内」のウの中で、議員の参集は原則徒歩となっているが、自家用車とした方が良いのではないか。
·  「防災服の着用」について触れておいた方が良いのではないか。
·  「中期」の文章表現は細かく表記されているので、執行部の計画と整合性をとって簡潔にした方が良いのではないか。

（委員長）・　地震発生時は、道路状況等も考慮する必要があり、かつ市内にいる限り徒歩で市役所に登庁できる距離であると考え、原則徒歩とした。
·  防災服については、実際に議員が防災服を着て何かできるとは限らないため、一市民として動きやすい服であれば良いと考える。
·  中期については、「災害対策会議」としてしまうと設置要綱の作成などがあるため、「災害対策の会議」とした。
（政策グループ　ガイア）
・　「７２時間以内」「１週間」という表記を「３日」「７日」としてはどうか。

·   災害発生７２時間以内の「長久手市議会災害対策の会議」の後に「（以下、災害対策会議という。）」と加えると、中期の「災害対策会議」と統一感が出ると思うがどうか。
· 　目的で「市長等と協力し」とあるが、「市長等」か「災害対策本部」かどちらの表現が良いか検討すべきではないか。
（委員長）・　市の防災計画の中でも「７２時間」とあるため、表現を統一している。
（公明党）・　委員長の私案に賛成である。
（無会派）・　委員長の私案に賛成である。ただ、発災時に議員が直接災害対策本部に意見してしまうと災害対策行動マニュアルを策定する意味がなくなってしまうので注意が必要である。
（市民ネット）
　　　　 ・　災害発生２４時間以内のアで、「被害の状況」はどこまでの範囲か。
·  ウで「救援・救護」とあるが議員は市民と同じ立ち位置ではないのか。
·  エで言葉の順番を変え「議員は、緊急の場合を除き、市対策本部への要望及び提言については、原則議長（議会事務局）を窓口として行う。」としてはどうか。
·  オで「議会事務局職員は、議長の命を受け事務に従事する。」の意味がわからない。

· 　中期のアで「役割分担」に議員派遣とあるが、それは職員の役割ではないか。
· 　イ・ウ・エで「調査」という表現が多く出てくるが、「被災地及び避難所等で情報収集を行い、必要に応じて災害対策会議を行う。」と項目を１つにまとめられないか。
· 　オで「相談又は助言をする。」とあるが、「被災者に対する相談及び情報提供の援助を行う。」としてはどうか。
· 　後期のアで具体的に議会がどう動くのかわからない。
（委員長）・　災害発生２４時間以内のアの「被害の状況」は、議員自身の安否と、議員の居住地域の被害状況を意味する。
·  ウの「救援・救護」は、議員としても市民としても当然手助けをするであろうということを意味する。その他文章の修正の指摘については、検討していきたい。
（議長） ・　災害発生２４時間以内の「被害の状況」とあるが、地元で把握できる状況は報告してほしい。中期になると役割は居住地域のみにとどまらず行動する必要がある。例えば尾張旭市では、中学校区単位で班を編成し、被害の状況報告や避難所等で意見を聞くといった役割を割り当てている。発災直後はどうしても限定的な範囲内でしか活動できない。ある程度被害が落ち着いたら今度は議会議員として全市内を網羅した情報を収集し、役割を割り当てて現地へ赴いていくべきと考える。

・　中期のオで「援助を行う」という表現に変えるべきとの意見があったが、物資のような議員個人としてできる援助には限界があるため、「相談又は助言」という表現にした。
（委員） ・　行動原則で「一市民として、応急対策等に参加すること」とあるが、議員の大原則に即して「一市民として行動するものとする」とした方が良いのではないか。行動原則で「招集があるまでは」とあるため、災害発生７２時間以内のアの「状況に応じて」という表現を削除し、「災害対策会議を設置し」とした方が良いのではないか。
（議長）  ・　発災から２４時間以内は自身の安否確認と地域の状況確認くらいしかできず、議会に参集するのは難しい。正副議長は初動の段階で速やかに登庁し、被害状況を確認した上で招集するタイミングを計るため、「状況に応じて招集」という表現とした。また、「一市民として、応急対策等に参加すること」については、一市民と同様に避難しているのではなく、一市民よりも１つ先を動いてほしいという思いでこのような表現とした。
（委員） ・　「災害対策会議を設置し」としてしまうと、設置要綱が必要となるので話が大きくなってしまうのではないか。
（委員） ・　中期で「災害対策会議に参集し」とあり、その文言との連動性を図るために「災害対策会議を設置し」という表現を提案した。

（委員） ・　各会派の変更案を、委員長案に修正した上で議論した方が良いのではないか。

（議長） ・　当初案では「災害対策会議」としていたが、それだと設置要綱をマニュアルの中に盛り込むことになり、文章量を削減できないことから「災害対策の会議」とした。マニュアルをまとめるには、各会派で持ち帰り、後日１日かけて調整する必要があるが、５月の臨時会で委員が改選するため、場合によっては次期委員会への申し送り事項となる。

（委員長）・　一度委員長私案に対して意見を添えて、次回の議会運営委員会で次期委員会に申し送りたい。
（委員） ・　論点になっているのは中期・後期の部分のみと思うので、今期の議会運営委員会でまとめたい。各会派の文案を事前に提出し、５月１１日の議会運営委員会で調整してはどうか。

（委員長）・　各会派で変更案を４月２２日までに事務局へ提出してほしい。５月１１日の議会運営委員会で調整し、まとめていきたい。
＜異議なし＞
３　その他

　⑴　臨時会の議題について

　　＜説明：事務局＞

・　議会運営委員会及び常任委員会の委員選任の告示を市長に依頼
（委員長）・　説明のとおりの議題でよいか。

＜異議なし＞

　⑵　議案概要説明書の変更について
（議長） ・　執行部から議案概要説明書を従来のものから、県議会の資料を参考に作成したものに臨時会から変更したいとの申し出があったが、変更することとしてよいか。

＜異議なし＞

　⑶　平成２８年熊本地震に対する義援金について

（議長） ・　従来災害が発生すると、議会は毎月の積立金から義援金という形で援助を行っていた。募金活動や現地へのボランティア活動といったことも考えられるが、今回も従来と同様義援金としたいがどうか。また金額はどうするか。
（事務局）・　平成２６年の南木曽町の土砂災害の際は、議員積立金から５０万円を支出し、南木曽町を訪問して直接手渡している。東日本大震災の際は、議員積立金から支出したという記録はない。
（委員） ・　東日本大震災時は議員の改選時期であり、積立金を精算した際に、それを義援金として寄付したと記憶している。
（議長） ・　執行部から議会が義援金の予定があれば、時期など調整したいと話があった。現在議員積立金は２０万円ほどあるが、取り崩すのではなく、別途が良いのではと考えるが、金額も含めて調整したい。
（委員） ・　阪神・淡路大震災の際は１人１万円の義援金を寄付した。今回も１人１万円でいかがか。

（事務局）・　７月に３市の議員研修があり、議員積立金から１５～１６万円ほど支出予定がある。

（委員） ・　議員積立金から義援金を支出する対応で良いのではないか。

（議長） ・　１人１万円の義援金とし、議員研修に必要な金額は別途徴集することも考えられる。

（委員長）・　議員積立金から１８万円寄付し、その時期については執行部と調整する。また、研修等必要な場合は、別途徴集することとしてよいか。
＜異議なし＞
　⑷　空調設備工事について

（議長） ・　正副議長室と委員会室の空調を個別にする予定だったが、委員会室は不都合がないので、事務局を個別空調にし、環境改善を図るため変更したいがよいか。
＜異議なし＞

　⑸　各委員会の人事について

（委員） ・　臨時会に向けた調整のため、議長に会派代表者会議を招集してほしい。
（議長） ・　議会運営委員会終了後、会派代表者会議を招集する。

＜異議なし＞

　　　　 ・　次回は５月１１日（水）午前１０時から
・　以上で議会運営委員会を終了する。
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